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入間東部地区事務組合（以下「組合」という。）では、入間東部広域斎場しののめの里（以

下「本施設」という。）の管理において、効率的かつ効果的な管理運営を行うため指定管理者

による管理を行っている。ここで、指定期間の満了に伴い次期指定管理者を募集する。 

 

１ 施設の概要 

（１）施設名称 

入間東部広域斎場しののめの里 

（２）所在地  

富士見市大字下南畑７０番地１ 

（３）施設規模 

敷地面積：建物敷地 32,751.21㎡、調整池敷地 7,133㎡、計 39,884.21㎡ 

延床面積：5,341.35㎡ 

構  造：鉄骨鉄筋コンクリート造地上２階 

（４）施設構成 

施設名 概要 

火葬棟 

(2,248㎡) 

 

エントランスホール、炉前ホール、告別室（２室）、火葬炉（６基および

予備スペース２基分）、霊安室（棺冷蔵庫４室分）、収骨ホール、収骨室

（２室）、収骨準備室、小動物炉（１基）、炉前ホール（小動物炉用）、救

護室、事務室、会議室、応接室、休憩室、更衣室、中央制御室、残灰室、

トイレ、水庭 など 

待合棟 

(1,003㎡) 

待合ホール、待合室（７室）、待合ロビー、ラウンジ、売店、トイレ、更

衣室、業者控室 など 

式場棟 

(2,062㎡) 

ホール、ロビー、受付、式場（大１２０席、中８０席、小４０席）、集会

ホール、遺族控室、司祭控室、湯沸室、トイレ など 

駐車場 
会葬者用２８３台（一般用２７７台、車椅子利用者６台）、バス専用駐車

場８台、管理・サービス用２０台 

その他外構 構内道路、車寄せ、植栽、緑地、調整池、駐輪場 など 

（５）利用実績 

施設等の利用実績は別表１によるものとする。 

 

２ 休場日 

火葬施設は１月１日・２日および友引、式場は１月１日・２日とする。 

その他、組合の管理者が別に定める日。 

 

３ 業務内容 

入間東部広域斎場しののめの里条例（平成３０年条例第１７号）に定めるもののほか、指

定管理者業務仕様書によるものとする。 

 

４ 指定管理者に期待するもの 

（１）管内の住民に対するサービスの提供 

本施設は、富士見市・ふじみ野市・三芳町の管内の住民を中心として、利用者に対し火

葬および葬祭の機能を提供する施設として位置づけられる。指定管理者は、本施設の管理

運営を行うにあたっては、安全・安心・信頼に努めるとともに地域のニーズや利用者の心

情に充分配慮しながら運営することとし、サービスの質の向上を図るものとする。 



 - 2 - 

（２）雇用への配慮 

指定管理者は、積極的に管内の住民の雇用を図るよう努めるものとする。また、障害者

の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）における事業者の義務を遵守

することはもとより、業務の実施に際し率先して障害者や高齢者の雇用を図るよう努め

るものとする。 

（３）地域経済への配慮 

指定管理者は、本施設の管理を行うにあたってその業務の一部を第三者に委託し、また

は請け負わせる等の場合は、積極的に管内に本店または主たる事業所を有する業者の活

用に努めるものとする。 

（４）環境への配慮 

指定管理者は、業務の実施にあたり、良好な生活環境を保全するために環境への負荷低

減に努めるものとする。また、入間東部地区事務組合地球温暖化対策実行計画（事務事業

編）に基づき、節電や省エネルギーに配慮して温室効果ガスの排出抑制に努めるとともに、

廃棄物の発生を抑制し、リサイクルの推進や適正処理に努めるものとする。 

（５）災害時への対応 

本施設は、災害時にもその機能を発揮できるよう、常に適切な管理体制を整えておくも

のとする。 

 

５ 指定期間 

令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで（５年間） 

 

６ 経費等に関する事項 

（１）指定管理者の収入 

① 指定管理料 

本施設の管理運営にかかる経費は、指定管理料として組合が指定管理者に支払う。 

組合が支払う指定管理料は、施設運営業務、施設維持管理業務および経営管理業務に

かかる次の費用を対象とする。 

ただし、光熱水費（ガス･電気･上下水道）は除くものとする。 

・ 人件費 

・ 事務費（消耗品費、委託料等） 

・ 管理費（施設管理費、設備機器管理費等） 

② 自主事業による収入 

指定管理者は自ら実施する事業の収入について、指定管理者の収入とすることがで

きる。 

（２）指定管理料の支払い 

指定管理料は、毎年度の予算の範囲内において支払う。支払いの時期や方法は協定で定

める。 

（３）口座の管理 

本施設の管理運営にかかる収入支出は、法人等が他の事業等で利用する口座とは別の

口座で管理すること。 

（４）指定管理料の支払い実績                      （単位：円） 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 
令和４年度 

（年度協定額） 

102,296,520 100,861,200 102,498,000 104,428,500 102,498,000 
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７ 指定管理者の公募等スケジュール 

１ 募集要項等の発表・配布 令和４年８月１日～ 

２ 募集要項等に関する説明会 令和４年８月１８日 

３ 募集要項等に関する質問の受付 令和４年８月１８日～２４日 

４ 募集要項等・提案書に関する質問の回答 令和４年９月上旬予定 

５ 申請書類受付期間 令和４年９月１２日～１６日 

６ 選定委員会による選定 令和４年１０月 

７ 選定結果の通知 令和４年１１月 

８ 指定管理者指定の議決 令和４年１２月 

９ 協定の締結 令和５年３月 

10 指定期間の開始 令和５年４月 

 

８ 募集要項等の配布、応募説明会等 

（１） 募集要項等の配布 

① 配布開始 令和４年８月１日（月）から 

② 配布時間 午前９時から午後４時（正午から午後１時までの間を除く） 

③ 配布場所 入間東部地区事務組合ホームページからダウンロードできる。 

 

（２） 募集説明会 

① 開催日時 令和４年８月１８日（木）午後１時３０分から 

② 開催場所 入間東部広域斎場しののめの里 会議室 

③ 参加人数 ２人以内（申込状況により調整を行う場合があります） 

④ 参加申込 令和４年８月１日（月）から１５日（月）午後４時まで 

別添応募書類様式集の説明会参加申込書（申請用様式１１）を電子メール

（jimukyoku@irumatohbu119.jp）で提出すること。 

 

（３） 図面、備品台帳の閲覧 

① 閲覧日時 令和４年８月２２日（月）から２６日（金）午後４時まで 

② 閲覧申込 希望日時までに電話連絡すること。（申込状況により調整を行う場合があ

ります） 

（４）募集要項等に関する質問の受付 

 受付期間 令和４年８月１８日（木）から２４日（水）午後４時まで 

別添応募書類様式集の募集要項等・提案書に関する質問書（申請用様式１    

２）を電子メール（jimukyoku＠irumatohbu119.jp）で提出すること。 

（５）募集要項等に関する質問の回答 

① 回 答 日 令和４年９月上旬予定 

② 回答方法 入間東部地区事務組合ホームページで公表する。 

※電話による質問の受付および回答はしない。 

 

９ 応募資格および留意事項 

（１） 応募資格 

① 火葬炉運転業務の実績を有するとともに斎場の管理運営を円滑に遂行できる能力

を有し、なおかつ安定的かつ健全な財務能力を備えた企業その他の団体（以下「法

人等」という。）であること。 
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なお、複数の法人等（以下「グループ」という。）が共同して応募することもできる

が、この場合次のことに留意すること。 

ア 単独で応募した法人等は、グループ応募の構成員となることはできない。 

イ グループの構成員は、他のグループの構成員となることはできない。 

ウ グループの代表となる法人等を定め、グループ内の責任割合を明記した書類を

提示のうえ、代表となる法人等が申請手続きおよび選定後の協議を行うものとす

る。 

  なお、代表となる法人等は責任割合が最大であることを要する。 

② 次の欠格事項に該当する法人等は、応募することができないものとする。 

なお、クからコについては埼玉県警察本部に照会することがある。 

ア 富士見市・ふじみ野市・三芳町から指名停止処分を受けている者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者 

ウ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定により過去

５年間に指定の取消しを受けた者 

エ 国税および地方税を滞納している者 

オ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続き開始の申立てをして

いるものまたは民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続き開始の

申立てをしている者 

カ 本業務を円滑に遂行できる、安定的かつ健全な財務能力を有しない者 

キ 選定委員会委員が、当該団体の役員等をしている者 

ク 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

ケ 暴力団またはその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ。）もしく

は暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団の構成員等」

という。）の統制の下にある者 

コ その代表者等（法人にあってはその役員（非常勤を含む。）および経営に事実上参

加している者を、その他の団体にあってはその代表者および運営に事実上参加して

いる者をいう。以下同じ。）が暴力団の構成員等である者 

（２） 応募に関する留意事項 

① 応募に必要な費用は、応募者の負担とする。 

② 同一の応募者が複数の提案をすることはできない。 

③ 提出書類は、提出後に内容を変更することはできない。 

④ 提出書類は、いかなる理由があっても返却しない。 

⑤ 組合は、指定管理者の選定、議会による指定管理者の指定議決のための資料、その

他必要な場合は提出書類の全部または一部を使用できるものとする。 

⑥ 提出書類を提出後に辞退する場合は、別添応募様式集の指定管理者応募辞退届（申

請用様式１３）を提出すること。 

 

１０ 提出書類 

指定管理者の指定申請にかかる提出書類は、次のとおりとする。なお、様式は「応募書類

様式集」に掲載してある。 

様式の指定がないものは、応募者の任意の様式で作成すること。 

⑴ 指定管理者指定申請書（様式第８号） 

⑵ グループで応募する場合は、団体構成員一覧、委任状（申請用様式１、様式２）およ
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び責任割合等のわかる構成団体間での協定書 

⑶ 経営規模等総括表（申請用様式３） 

⑷ 業務経歴書（申請用様式４） 

⑸ 業務上必要な資格をもつ職員の経歴書（申請用様式５） 

⑹ 事業計画提案書（申請用様式６） 

⑺ 当該施設の管理に関する収支計画書（申請用様式７～９） 

⑻ 定款、寄付行為、規約等（法人以外の団体にあっては、これらに類する書類） 

⑼ 登記事項証明書（法人の場合） 

⑽ 役員の名簿および履歴書 

⑾ 法人・団体の設立趣旨、概要がわかる書類（パンフレット等） 

⑿ 当該団体の事業計画書、収支予算書（指定申請書提出日の属する事業年度のもの） 

⒀ 当該団体の事業報告書、収支決算書（貸借対照表、損益計算書等で指定申請書提出日

の属する事業年度の前事業年度から３期分） 

⒁ 納税証明書（直近のもの） 

① 国税－法人税、消費税及び地方消費税について未納がないことの証明書 

② 地方税－法人事業税、法人住民税、固定資産税に係る納税証明書 

⒂ 誓約書（申請用様式１０） 

⒃ 労務管理規程（法人の場合） 

⒄ 事務所の登記事項証明書（構成市町に事務所がある場合） 

 

11 応募の手続き 

指定管理者の指定を受けようとする者は、「10提出書類」の書類を提出すること。 

⑴ 提出期間 令和４年９月１２日（月）から１６日（金）まで 

⑵ 提出時間 午前９時から午後４時まで（正午から午後１時までの間を除く） 

⑶ 提出方法 下記提出場所に直接提出すること 

⑷ 提出部数 正本１部・副本１０部（副本は複写可） 

事業計画提案書および収支計画書を電子ファイルに保存したＣＤ－Ｒ２式 

グループで応募する場合は、団体構成員一覧、委任状（申請用様式１、様式２）およ

び責任割合等のわかる構成団体間での協定書 

⑸ 提出場所 入間東部地区事務組合（「18.問合せ先」のとおり） 

 

12 審査・選定方法および基準 

入間東部地区事務組合指定管理者選定委員会条例（平成３０年条例第１４号）に基づき、

入間東部地区事務組合指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」という。）において、応

募者の提案を審査する。 

指定管理者の選定にあたっては、入間東部広域斎場しののめの里条例の定めるところに

より、応募者からの提案を総合的に審査するものとする。 

  審査は、資格審査および選定委員会審査の２段階に分けて実施する。 

⑴ 資格審査 

   組合は、応募者から提出される指定申請書関係の書類に基づき、応募資格要件について

確認を行う。 

   次のいずれかに該当する場合は失格とする。 

① 応募資格要件を欠くもの 

② 提出書類に虚偽の記載があったもの 
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③ その他応募にかかる不正行為のあったもの 

⑵ 選定委員会審査 

   事業計画提案書に基づきヒアリングを実施し、応募者の提案する管理運営計画を評価

する。そのうえで、点数が高い順に、第１順位、第２順位および第３順位の法人等を決定

する。応募者ヒアリングの日時および場所については、別途通知する。 

⑶ 選定基準 

審査における評価項目および配点は、別表２のとおりとする。 

また、審査にあたっては、組合の求める要求水準を満たしているかの確認をする。 

最低基準点は、評価項目ⅠからⅤの配点合計の７割とする。 

⑷ 選定結果の公表 

組合は、選定結果を速やかに応募者に対して通知するとともに、入間東部地区事務組合

ホームページにて公表する。 

⑸ 仮協定の締結 

組合は、第１順位の法人等と協議を行い、当該法人等と仮協定を締結する。 

なお、第１順位の法人等との協議が成立しない場合は、第２順位、第３順位の法人等と

順次協議を行う。 

 

13 指定管理者の指定と協定締結 

⑴ 指定管理者の指定 

組合は、指定管理者の候補者と仮協定締結後、組合議会の議決を経て指定管理者として

指定する。 

⑵ 協定の締結 

指定管理者の指定を受けた者は、組合と指定管理者とで業務を行ううえで必要な詳細

事項について協議を行い、協定を締結する。 

 

14 指定管理者の留意事項 

⑴ 事業報告書の作成および提出 

指定管理者は、業務の実施状況、施設の利用状況、管理運営に要した経費の収支の状況

等を記した事業報告書を組合に提出すること。 

⑵ 事業報告の聴取等 

組合は、指定管理者に対して経理状況および業務実施状況を、随時、検査および調査を

行い、報告を求めることができる。 

また、指定管理者に対して、必要な指示をすることができる。 

⑶ 利用者の平等利用の確保 

指定管理者は、公の施設であることを念頭において、利用者の平等利用を確保する管理

運営を行うものとする。 

⑷ 業務の一括委託の禁止 

指定管理者は、管理業務の全部を一括して再委託することはできない。 

ただし、業務の一部委託については、あらかじめ組合の承諾を得て再委託することがで

きる。 

⑸ 施設の現状維持 

指定管理者は、本施設の改造等、現状を変更することはできない。 

ただし、必要がある場合は、組合と協議により決定する。 

 ⑹ 施設改修等 
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   指定管理者は、施設の老朽化等により組合の負担により大規模な修繕を行う場合は、組   

合と協議のうえで滞りなく本業務を行うこと。 

 

⑺ 損害賠償等 

① 一般的損害 

指定管理者は、自らの故意または過失により本施設および設備を損傷し、または減失

したときは、原状回復または組合に対する損害賠償の責めを負うものとする。 

② 第三者に及ぼした損害 

指定管理者は、指定管理者の責めに帰すべき事由により第三者に損害を及ぼしたと

きは、その損害を賠償しなければならない。ただし、その損害が組合の責めに帰すべき

事由または組合および指定管理者双方の責めに帰すことができない事由による場合は、

その限りではない。 

 組合は、指定管理者の責めに帰すべき事由により発生した損害について第三者に対

して賠償した場合、指定管理者に対して、賠償した金額およびその他賠償に伴い発生し

た費用を求償することができるものとする。 

③ 保険加入 

    指定管理者は、利用者傷害保険および指定管理者の業務上の瑕疵により生ずる損害

賠償に対応できるよう賠償資力を確保するための適切な保険に加入すること。なお、建

物災害共済（火災・落雷等）については、組合が加入するが、その他施設管理上必要が

あれば、指定管理者が加入するものとする。 

 

15 業務の継続が困難になった場合における措置 

⑴ 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合には、組合は

指定管理者の指定を取り消すことができるものとする。この場合において、組合に生じた

損害は、指定管理者が賠償するものとする。 

⑵ 不可抗力等による場合 

不可抗力等、組合および指定管理者双方の責めに帰することができない事由により、業

務の継続が困難となった場合は、事業継続の可否について協議するものとする。 

協議の結果、事業の継続が困難と判断した場合には、組合は指定管理者の指定を取り消

すことができるものとする。 

 

16 リスクへの対応 

想定されるリスク分担は、別表３のとおりとする。 

 

17 その他 

⑴ 指定期間前準備業務 

指定管理者として指定された者は、指定管理者の指定から指定期間前準備業務として、

業務の習得、必要書類の作成、各種印刷物の作成等、指定管理業務を行うための準備を十

分に行うものとし、その費用をすべて負担するものとする。 

⑵ 事務の引継ぎ 

指定の終了に際して指定管理者は、次期指定管理者に対して円滑に業務の引継ぎを行

うものとする。 

⑶ 原状回復義務 
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指定管理者は、指定が終了したとき、組合と協議のうえ速やかに原状回復するものとす

る。 

 

18 問合せ先 

〒356-0058 埼玉県ふじみ野市大井中央 1-1-19 

入間東部地区事務組合 

事務局総務課 

電話 049-261-4891 FAX 049-261-4395 

E-mail:jimukyoku＠irumatohbu119.jp  
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別表１ 

施設等利用実績 
 

【施設利用実績】                             （単位：件） 

項目 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

火葬 ３，２０８ ３，３５４ ３，４８８ ３，５３３ 

式場 ５４０ ５６６ ４８９ ４７３ 

待合室 ２，７３９ ２，８８３ ２，８３２ ２，８４６ 

霊安室 ４７３ ５２８ ４１７ ３９９ 

小動物 ５０５ ４９７ ４６５ ４９６ 

 

 

【使用料収入実績】                           （単位：千円） 

項目 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

火葬場 １２０，９６１ １２３，８０６ １３０，２７０ １１４，４７８ 

葬儀式場 ６３，８２０ ６４，５７０ ５５，５５０ ５３，３３０ 

火葬場使用料には、小動物・待合室・霊安室の使用料が含まれる。 
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別表２ 

評価項目および配点 

 

評価項目 配点 

Ⅰ 団体に関する事項 

１ 団体理念 

２４ ２ 基本事項 

３ 法人としての信頼性 

Ⅱ 管理運営方針に関する事項 

１ 管理運営の基本方針 

６０ 
２ 運営業務 

３ 維持管理業務 

４ 内部監査 

Ⅲ 管理運営体制に関する事項 

１ 実施体制 

６６ 

２ 運営協力体制 

３ 安全管理・危機管理 

４ 情報公開、個人情報保護・情報管理 

５ 引継ぎの体制 

Ⅳ 管理運営内容に関する事項  １４ 

Ⅴ 管理運営経費に関する事項  １６ 

Ⅵ 価格点  ２０ 

合     計 ２００ 
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別表３ 

リスク分担表 

 

種  類 内  容 組合 
指 定 

管理者 

管理施設の修繕 

（不可抗力によらない

もの） 

経年劣化による損傷の修繕（１件３００千円以下(消

費税抜き)のもの）で、年度内負担額が２，０００千円

(消費税抜き)以内の場合 

 ○ 

経年劣化による損傷の修繕（１件３００千円以下(消

費税抜き)のもの）で、年度内負担額が２，０００千円

(消費税抜き)を超える場合 

○  

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できな

い損傷の修繕（１件３００千円以下(消費税抜き)のも

の）で、年度内負担額が２，０００千円(消費税抜き)

以内の場合 

 ○ 

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できな

い損傷の修繕（１件３００千円以下(消費税抜き)のも

の）で、年度内負担額が２，０００千円(消費税抜き)

を超える場合 

○  

管理施設の改造、増築、

改築、移設 
－ ○  

物価変動 人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増加への対応  ○ 

金利変動 金利の変動に伴う経費の増加への対応  ○ 

需要の変動 
利用者の変動に伴う収入の減少又は費用の増加への

対応 
 ○ 

周辺地域・住民および

施設利用者の苦情対応 
－  ○ 

法令の変更 

施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更に伴う経費の

増加への対応 
○  

指定管理者に影響を及ぼす法令変更に伴う経費の増

加への対応 
 ○ 

税制度への対応 

施設管理、運営に影響を及ぼす税制度変更に伴う経費

の増加への対応 
○  

指定管理者に影響を及ぼす税制度変更に伴う経費の

増加への対応 
 ○ 

 
 


